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ま え が き 

 

 

 本資料は平成24年度に実施した「労働力媒介機関におけるコミュニティ・オーガナイジ

ング・モデルの活用に関する調査」で行ったインタビュー・レコードを取りまとめたもので

ある。本調査は平成22～23年度に実施したアメリカの新しい労働組織とそのネットワーク

に関する調査を受けて実施したもので、これまでに訪れた組織の数は平成24年度に新たに

加わった12箇所をあわせて42箇所となった。 

 「アメリカの新しい労働組織とそのネットワークに関する調査」が明らかにしたのは、機

能不全に陥りつつあるアメリカの労使関係システムを現代の社会に適合させるためにそれら

の組織が努力する姿であった。そして、その背景にはコミュニティ・オーガナイジングとい

う、日本の、とくに労働分野においてあまり紹介されてこなかった手法が重要な役割を担っ

ているということを当機構の調査がおそらく日本ではじめて紹介したと思われる。 

 そのコミュニティ・オーガナイジングにおいて重要な役割を担っている組織を中心にさら

に深く調査した成果が本資料である。これまで労働分配のみならず社会保障や労動者の拠り

所を提供してきた日本の労使関係システムのこれからを検討する際の参考となれば幸いであ

る。 
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